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(57)【要約】
【課題】パーム油製造時の副産物の有効活用のみならず、年間を通して原料を安定的に入
手可能かつ高収率でリグニンを得ることのできる製造方法を提供する。また、有機溶媒や
樹脂との相溶性が良好で成形体材料として利用できるリグニンを提供する。さらにパーム
油と同等の油脂を副産物として得ることのできる製造方法を提供する。
【解決手段】パームヤシ果実の繊維（Ｐａｌｍ　Ｆｉｂｅｒ）、果実の種子であるＰＫＳ
　（Ｐａｌｍ　Ｋｅｒｎｅｌ　Ｓｈｅｌｌ）、果実を分離した後の房であるＥＦＢ（Ｅｍ
ｐｔｙ　Ｆｒｕｉｔ　Ｂｕｎｃｈ）、およびパームヤシの幹から選ばれる一種又は二種以
上からなる原料を用いたリグニン製造方法。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　パームヤシ果実の繊維（Ｐａｌｍ　Ｆｉｂｅｒ）、果実の種子であるＰＫＳ（Ｐａｌｍ
　Ｋｅｒｎｅｌ　Ｓｈｅｌｌ）、果実を分離した後の房であるＥＦＢ（Ｅｍｐｔｙ　Ｆｒ
ｕｉｔ　Ｂｕｎｃｈ）、およびパームヤシの幹から選ばれる一種又は二種以上からなる原
料を用いたリグニン製造方法。
【請求項２】
　原料が、粉状、繊維状、又はチップ状である請求項１に記載のリグニン製造方法。
【請求項３】
　原料を、水蒸気の存在下で加熱処理し、加熱処理物を水洗、乾燥した後、有機溶媒で抽
出し、有機溶媒を除去して固形物を得る請求項１又は２に記載のリグニン製造方法。
【請求項４】
　水蒸気の存在下で加熱処理するときの圧力が０．５～４．０ＭＰａである請求項３に記
載のリグニン製造方法。
【請求項５】
　水蒸気の存在下で加熱処理するときの時間が１～６０分間である請求項３又は４に記載
のリグニン製造方法。
【請求項６】
　請求項１～５に記載の製造方法で得られるリグニンであって、重量平均分子量が１００
～７０００であるリグニン。
【請求項７】
　リグニン中の硫黄原子含有率が２質量％以下である請求項６に記載のリグニン。
【請求項８】
　請求項１～５に記載の製造方法で得られる加熱処理物又は抽出液、抽出液から有機溶媒
を除去した固形物のいずれかから分離して得られる油脂の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、パーム油製造時に発生する副産物を用いたリグニン製造方法、この製造方法
により得られるリグニン、及び油脂の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　リグニンは木本類、草本類から得られる。木本類、草本類は親水性の線状高分子の多糖
類（セルロースとヘミセルロース）と疎水性の架橋構造リグニンの相互侵入網目（ＩＰＮ
）構造を形成している。このうち、リグニンは２０～３５質量％を占め、不規則かつ極め
て複雑なポリフェノールの化学構造をしている。リグニンの基本骨格はヒドロキシフェニ
ルプロパン単位を基本単位とする構造である。
【０００３】
　木本類、草本類からリグニンを抽出する方法として、例えば、特許文献１では、リグノ
セルロース系物質、フェノール誘導体および酸を含む混合物と不活性低沸点疎水性有機溶
媒とを混合し、得られた混合物を遠心分離により３層に分離し、３層のうちの中間層を回
収する工程を含む、リグノフェノール誘導体の調製方法が公開されている。また、特許文
献２では、リグノセルロース材料と少なくとも一種のフェノール化合物を主成分として含
む溶剤とを、加熱下に溶解反応させ、リグノセルロース－フェノール化合物複合物を製造
する方法が公開されている。さらに、非特許文献１では、可溶化リグニン分離法として、
パルプ蒸解排液中に溶出したリグニンを、排液の酸性化による沈降、分子量分別によって
クラフトリグニンを分離する方法が紹介されている。
【０００４】
　木本類、草本類から抽出されたリグニンは、フェノール性水酸基、アルコール性水酸基
を有しており、これらの水酸基をエポキシ基、イソシアネート基等と反応させることで硬
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化物を作製できる。そのため、リグニンを用いた成形体の作製が可能であり、化石資源を
用いた製品の代替品として期待できる。
【０００５】
　リグニンのようなバイオマス由来の材料は、廃棄時に燃焼すると、化石資源を使用した
材料と同様に二酸化炭素（ＣＯ２）を発生する。しかし、植物は、成長過程で光合成によ
りＣＯ２を吸収しており、ライフサイクル全体でみると大気中のＣＯ２を増加させず、収
支はゼロであると考えられる。そのため、ＣＯ２排出量削減効果が見込まれる材料である
。
【０００６】
　リグニンを使用した材料の例として成形体があり、例えば、特許文献３ではリグニンを
エポキシ化し、モータやプリント基板、成形材料の絶縁層、また、塗料の主剤等に用いる
ことができるバイオマス由来エポキシ樹脂組成物が公開されている。さらに特許文献４で
は、爆砕法で得たリグニンとエポキシ樹脂、ウレタン樹脂等と硬化物を作製することで難
燃性、抗菌性を付与した成形体が公開されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特許第４５９３７０６号公報
【特許文献２】特許第２９９１４６６号公報
【特許文献３】特開２０１０－１５０２９８号公報
【特許文献４】特開２０１１－２１９７２２号公報
【非特許文献】
【０００８】
【非特許文献１】「ウッドケミカルの新展開」シーエムシー出版　２００７　ｐｐ．５－
６
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　リグニンの原料としては、これまで、杉、檜、松等の針葉樹、稲わら等種々検討されて
いる。しかし、針葉樹では原料中のリグニン含有率は高いもののリグニン収率が低く、稲
わらではリグニン含有率が低いため収率も低い。さらに、稲わらでは原料調達が収穫時期
に限られるといった課題もある。
【００１０】
　また、リグニンを成形体として利用するためには、リグニンが樹脂と相溶することが均
一な成形体を作製するために必要である。しかし、リグニンはその製造方法によって溶媒
への溶解性が異なる。例えば、パルプ蒸解の廃液から得られるクラフトリグニン、酢酸リ
グニンは有機溶媒に不溶又は一部可溶である。また、これらのリグニンは製造過程で著し
く変性しているため、樹脂との硬化反応が起こり難い。このため、リグニン成形体として
利用するには、樹脂と良好な相溶性、硬化反応を示す製造法を選択しなくてはいけない。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者らは上記課題を解決するために、パーム油を製造する際に発生する副産物であ
るパームヤシ果実の繊維（Ｐａｌｍ　Ｆｉｂｅｒ）、果実の種子であるＰＫＳ（Ｐａｌｍ
　Ｋｅｒｎｅｌ　Ｓｈｅｌｌ）、果実を分離した後の房であるＥＦＢ（Ｅｍｐｔｙ　Ｆｒ
ｕｉｔ　Ｂｕｎｃｈ）、およびパームヤシの幹のうち一種又は二種以上を原料とし、水の
みを用いた短時間の加熱処理をした後、有機溶媒で抽出することで、リグニンを高収率か
つ安定的に供給でき、樹脂と良好な相溶性、硬化反応を示すリグニンの製造方法を見出し
た。
【００１２】
　すなわち、本発明は以下の通りである。
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（１）パームヤシ果実の繊維（Ｐａｌｍ　Ｆｉｂｅｒ）、果実の種子であるＰＫＳ（Ｐａ
ｌｍ　Ｋｅｒｎｅｌ　Ｓｈｅｌｌ）、果実を分離した後の房であるＥＦＢ（Ｅｍｐｔｙ　
Ｆｒｕｉｔ　Ｂｕｎｃｈ）、およびパームヤシの幹から選ばれる一種又は二種以上からな
る原料を用いたリグニン製造方法。
（２）原料が、粉状、繊維状、又はチップ状である上記（１）に記載のリグニン製造方法
。
（３）原料を、水蒸気の存在下で加熱処理し、加熱処理物を水洗、乾燥した後、有機溶媒
で抽出し、有機溶媒を除去して固形物を得る上記（１）又は（２）に記載のリグニン製造
方法。
（４）水蒸気の存在下で加熱処理するときの圧力が０．５～４．０ＭＰａである上記（３
）に記載のリグニン製造方法。
（５）水蒸気の存在下で加熱処理するときの時間が１～６０分間である上記（３）又は（
４）に記載のリグニン製造方法。
（６）上記（１）～（５）に記載の製造方法で得られるリグニンであって、重量平均分子
量が１００～７０００であるリグニン。
（７）リグニン中の硫黄原子含有率が２質量％以下である上記（６）に記載のリグニン。
（８）上記（１）～（５）に記載の製造方法で得られる加熱処理物又は抽出液、抽出液か
ら有機溶媒を除去した固形物のいずれかから分離して得られる油脂の製造方法。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、パーム油製造時の副産物をリグニンの原料とすることで、副産物の有
効活用のみならず、年間を通して安定的に入手可能かつ高収率でリグニンを得ることので
きる製造方法が提供できる。また、本発明の製造方法で得られたリグニンは有機溶媒や樹
脂との相溶性が良好で成形体材料として利用でき、さらにパーム油製造時の副産物を原料
とすることで、パーム油と同等の油脂を副産物として利用することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、上記本発明をさらに詳細に説明する。
　本発明は、パーム油製造工程の副産物を原料とし、セルロース、ヘミセルロースからリ
グニンを分離し、有機溶媒に可溶なリグニンを製造することを特徴とする。パーム油製造
工程の副産物としては、具体的にはパームヤシ果実の繊維（Ｐａｌｍ　Ｆｉｂｅｒ）、果
実の種子であるＰＫＳ（Ｐａｌｍ　Ｋｅｒｎｅｌ　Ｓｈｅｌｌ）、果実を分離した後の房
であるＥＦＢ（Ｅｍｐｔｙ　Ｆｒｕｉｔ　Ｂｕｎｃｈ）、およびパームヤシの幹であり、
これらを一種又は二種以上混合して使用することができる。
【００１５】
　また、これらの原料は、必要に応じてチッパー、ハンマーミル、グラインダー等で切断
、粗粉砕、微粉砕した後に使用できる。
【００１６】
　セルロース、ヘミセルロースからリグニンを分離する方法として、水蒸気を用いた分離
方法が好ましい。使用する原料を水蒸気のみを用いた処理方法により、リグニンをセルロ
ース成分、ヘミセルロース成分から分離し、有機溶媒に溶解させる製造方法であることが
好ましい。また、リグニン製造方法としては、水蒸気爆砕法がより好ましい。水蒸気爆砕
法は高温高圧の水蒸気による加水分解と、圧力を瞬時に開放することによる物理的破砕効
果により、短時間で破砕するものである。
【００１７】
　水蒸気爆砕の条件としては、原料を水蒸気爆砕装置用の耐圧容器に入れ、０．５～４．
０ＭＰａの水蒸気を圧入し、１～６０分間加熱処理した後、瞬時に圧力を開放することが
好ましい。さらに、２．１～４．０ＭＰａの条件では１～３０分間加熱処理することがよ
り好ましく、１～１０分間であればさらに好ましい。また、０．５～２．０ＭＰａの条件
では、５～４０分間加熱処理することが好ましく、１０～３０分間であればより好ましい
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。加熱処理時間が短いとセルロース成分、ヘミセルロース成分からリグニンが十分に分離
せず、リグニンの収率が低下する。また、加熱処理時間が長いと１度分離したリグニンが
縮合し、分子量が大きくなるため有機溶媒に溶け難く、リグニンの収率が低下する恐れが
ある。
【００１８】
　本発明のリグニン製造方法は、硫酸法、クラフト法等の他の分離方法と比較し、硫酸、
亜硫酸塩等を用いることなく、水蒸気のみを使用するので、クリーンな分離方法である。
この方法では、リグニン中に硫黄原子を含まないリグニン、又は、硫黄原子の含有率が少
ないリグニンが得られる。通常、リグニン中の硫黄原子の含有率は、２質量％以下が好ま
しく、１質量％以下であることがより好ましく、０．５質量％以下であることがさらに好
ましい。硫黄原子の含有量が増大すると親水性のスルホン酸基が増加するため、有機溶媒
への溶解性が低下する。本発明者らは、さらに、爆砕物から有機溶媒でリグニンを抽出す
ることにより、リグニンの分子量を制御し得ることを見出した。
【００１９】
　本発明で用いるリグニンの抽出に用いる有機溶媒は、一種又は二種以上複数の混合のア
ルコール溶媒、アルコールと水を混合した含水アルコール溶媒、その他の有機溶媒又は、
水と混合した含水有機溶媒を使用することができる。水としては、イオン交換水を使用す
ることが好ましい。水との混合溶媒の含水率は０～７０質量％が好ましい。リグニンは水
への溶解度が低いため、水のみを溶媒とするとリグニンを抽出することが困難である。ま
た、用いる溶媒を選択することにより、得られるリグニンの重量平均分子量を制御するこ
とが可能である。
【００２０】
　アルコールとしては、メタノール、エタノール、ｎ－プロパノール、イソプロパノール
、ｎ－ブタノール、ｔｅｒｔ－ブタノール、ｎ－ヘキサノール、ベンジルアルコール、シ
クロヘキサノール等のモノオール系とエチレングリコール、ジエチレングリコール、１，
４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、トリメチロールプロパン、グリセリン
、トリエタノールアミン等のポリオール系が挙げられる。また、天然物質から得られるア
ルコールであることが、環境負荷低減化の観点で好ましい。具体的には、天然物質から得
たメタノール、エタノール、ｎ－プロパノール、イソプロパノール、ｎ－ブタノール、ｔ
ｅｒｔ－ブタノール、１，３－プロパンジオール、１，３－ブタンジオール、１，４－ブ
タンジオール、エチレングリコール、グリセリン、ヒドロキシメチルフルフラール等が挙
げられる。
【００２１】
　リグニンの重量平均分子量は、ポリスチレン換算値において、１００～７０００である
ことが好ましく、２００～５０００であることがより好ましく、５００～４０００である
ことがさらに好ましい。リグニンの重量平均分子量が７０００を超えると有機溶媒への溶
解性が低下する恐れがある。重量平均分子量が１００未満であるとリグニンの構造を活か
した成形体に応用できない恐れがある。
　なお、重量平均分子量は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）により
測定し、標準ポリスチレン換算した値を使用した。
【００２２】
　本発明のリグニンは、エポキシ基、イソシアネート基、アルデヒド又はホルムアルデヒ
ドを生成する化合物、多価カルボン酸又は多価カルボン酸無水物、不飽和多価カルボン酸
又は不飽和多価カルボン酸無水物等、リグニンの水酸基と反応する置換基を有する材料と
相溶し、硬化反応することによって成形体を作製することが可能である。リグニンが上記
材料と相溶しないと、均一な成形体が作製できない恐れがある。
【００２３】
　パーム油製造時の副産物には油脂が含まれている。この油脂は本発明の製造工程におい
て、分離可能であり、有効活用することができる。具体的には、加熱処理物、抽出液、抽
出液から有機溶媒を除去した固形物から油脂を分離できる。油脂を分離する手法としては
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、非極性溶媒によって分離する手法が好ましく、非極性溶媒としては、ｎ－ヘキサン、ｎ
－ヘプタン、ｎ－オクタン、ｉｓｏ－オクタン、ｎ－デカン等の飽和脂肪族炭化水素、シ
クロヘキサン、デカリン等の環状脂肪族炭化水素、トルエン、ｐ－キシレン等の芳香族炭
化水素等が挙げられる。
【実施例】
【００２４】
　以下、実施例により本発明を具体的に説明するが、本発明の範囲はこれらの実施例に限
定されるものではない。
【００２５】
（実施例１）
（ＥＦＢのリグニン含有率測定）
　ペレット状に加工されたＥＦＢをミキサーにて粉砕し、メッシュ幅１５０μｍの篩にか
け、得られた木粉を１０５℃で質量が一定となるまで乾燥させた。乾燥させた木粉０．２
ｇに７２質量％硫酸３ｍＬを加え、４時間撹拌した後、１１３ｍＬの純水に滴下し硫酸の
濃度を３質量％とした。これをオートクレーブにて１２１℃、３０分間加熱した後、吸引
濾過によって固液分離した。得られた固形物を１０５℃で質量一定となるまで乾燥させ、
得られた固形物をリグニンとし、リグニン含有率を求めた。その結果、リグニン含有率は
２６．３質量％であった。
【００２６】
（実施例２）
（ＥＦＢを原料としたリグニン抽出および油脂の分離）
　ペレット状に加工されたＥＦＢ８９４ｇ（乾燥質量）を水蒸気爆砕装置の２Ｌの耐圧容
器に入れ、３．５ＭＰａの水蒸気を圧入し、３分間保持した。その後バルブを急速に開放
することで爆砕処理物を得た。洗浄液のｐＨが６以上になるまで得られた爆砕処理物を水
により洗浄して水溶性成分を除去した。その後、１０５℃で残存水分を除去した。得られ
た乾燥体に対して質量で３倍量のヘキサンを加え、１０分間撹拌した後、濾過によってヘ
キサン抽出物と固形物に分離した。分離したヘキサン抽出物を減圧乾燥することで赤褐色
の油脂成分を１７ｇ得た。分離した固形物を常温で乾燥させた後、　固形物に対して質量
で３倍量の乾燥抽出溶媒（アセトン）を加え、１０分間攪拌した。その後、ろ過により繊
維物質を取り除いた。得られた濾液から抽出溶媒（アセトン）を除去し、リグニンを１５
０ｇ得た。得られたリグニンは常温（２５℃）で茶褐色の粉末であった。
【００２７】
（リグニンの重量平均分子量）
　リグニン中の硫黄原子の含有率は燃焼分解－イオンクロマトグラフ法により定量した。
装置は株式会社三菱化学アナリテック製自動試料燃焼装置（商品名：ＡＱＦ－１００）及
び日本ダイオネクス株式会社製イオンクロマトグラフ（商品名：ＩＣＳ－１６００）を用
いた。上記リグニン中の硫黄原子の含有率は０．２質量％であった。さらに示差屈折計を
備えたゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）にてリグニンの分子量を測定
した。多分散度の小さいポリスチレンを標準試料として用い、移動相をテトラヒドロフラ
ンとして使用し、カラムとして株式会社日立ハイテクノロジーズ製、商品名：ゲルパック
ＧＬ－Ａ１２０ＳとＧＬ－Ａ１７０Ｓ（「ゲルパック」は登録商標）とを直列に接続して
分子量測定を行った。その重量平均分子量は２０００であった。
【００２８】
（油脂成分とパーム油の比較分析）
　油脂成分とパーム油を　１Ｈ‐ＮＭＲ（プロトン核磁気共鳴）、ＴＭＡＨ誘導化ＰｙＧ
Ｃ‐ＭＳ（誘導化試薬として水酸化テトラメチルアンモニウム（ＴＭＡＨ）を用いた、熱
分解によるガスクロマトグラフ質量分析）によって比較分析した。１Ｈ‐ＮＭＲはＢＲＵ
ＫＥＲ社製核磁気共鳴装置（商品名：ＡＭＸ４００）を使用し、溶媒：重クロロホルム（
ＣＤＣｌ３）、周波数：４００ＭＨｚで測定した。ＴＭＡＨ誘導化ＰｙＧＣ‐ＭＳはアジ
レント・テクノロジー株式会社製ガスクロマトグラフ装置（商品名：６８９０Ｎ／５９７
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３ＭＳＤ）アジレント・テクノロジー株式会社製カラム（商品名：ＨＰ－５ｍｓ、内径０
．２５ｍｍ×長さ３０ｍ）を使用し、熱分解：６５０℃、０．２分間、カラム温度：７０
～３００℃、１０℃／分、注入口温度：３２０℃、キャリアガス：Ｈｅ、１ｍＬ／分で測
定した。油脂成分とパーム油の　１Ｈ‐ＮＭＲスペクトルパターンから、油脂成分はパー
ム油と近い組成であった。また、ＴＭＡＨ誘導化ＰｙＧＣ－ＭＳでは主な油脂の誘導化物
は、パルミチン酸、ステアリン酸、ミリスチン酸、ラウリン酸であり、そのピーク面積比
はそれぞれ１：０．９：０．０５：０．０６であった。また、主なパーム油の誘導体化物
は、パルミチン酸、ステアリン酸、ミリスチン酸であり、そのピーク面積比は１：０．９
：０．０３であった。
【００２９】
（実施例３）
（ＰＫＳのリグニン含有率測定）
　実施例１と同様にＰＫＳのリグニン含有率を求めた。その結果、リグニン含有率は４１
．４質量％であった。
【００３０】
（実施例４）
（ＰＫＳを原料としたリグニン抽出および油脂の分離）
　ＰＫＳ８７２ｇ（乾燥質量）を用いて実施例２と同様にリグニンを抽出し、赤褐色の油
脂成分１５ｇ、リグニン１３０ｇを得た。得られたリグニンは常温（２５℃）で茶褐色の
粉末であった。
【００３１】
（リグニンの分析）
　実施例２と同様にリグニンの分子量を測定した。その結果、重量平均分子量は１８００
であった。
【００３２】
（油脂成分とパーム油の比較分析）
　実施例２と同様に油脂成分とパーム油を比較分析した。その結果、１Ｈ‐ＮＭＲにおけ
る油脂成分とパーム油のスペクトルパターンから、油脂成分はパーム油と近い組成であっ
た。また、ＴＭＡＨ誘導化ＰｙＧＣ－ＭＳでは主な油脂の誘導化物は、パルミチン酸、ス
テアリン酸、ミリスチン酸、ラウリン酸であり、そのピーク面積比はそれぞれ１：０．９
：０．０５：０．０５であった。また、主なパーム油の誘導体化物は、パルミチン酸、ス
テアリン酸、ミリスチン酸であり、そのピーク面積比は１：０．９：０．０３であった。
【００３３】
（比較例１）
（杉のリグニン含有率）
　実施例１と同様に杉のリグニン含有率を求めた。その結果、リグニン含有率は３５．５
質量％であった。
【００３４】
（比較例２）
（杉を原料としたリグニン抽出）
　適当な大きさにカットした杉材１８０ｇ（乾燥質量）を水蒸気爆砕装置の２Ｌの耐圧容
器に入れ、３．８ＭＰａの水蒸気を圧入し、２分間保持した。その後バルブを急速に開放
することで爆砕処理物を得た。洗浄液のｐＨが６以上になるまで得られた爆砕処理物を水
により洗浄して水溶性成分を除去した。その後、１０５℃で残存水分を除去した。得られ
た乾燥体に対して質量で３倍量の抽出溶媒（アセトン）を加え、３時間攪拌した後、ろ過
により繊維物質を取り除いた。固形物を常温で乾燥させた後、乾燥抽出溶媒（アセトン）
１８００ｇを加え、１０分間攪拌した。その後、ろ過により繊維物質を取り除いた。得ら
れた濾液から抽出溶媒（アセトン）を除去し、リグニンを１３．９ｇ得た。得られたリグ
ニンは常温（２５℃）で茶褐色の粉末であった。
（リグニンの分析）
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　実施例２と同様にリグニンの分子量を測定した。その結果、重量平均分子量は１５００
であった。
【００３５】
（比較例３）
（稲わらのリグニン含有率）
　適当な大きさにカットした稲わらをミキサーにて粉砕し、メッシュ幅１５０μｍの篩に
かけ、得られた粉体を１０５℃で質量が一定となるまで乾燥させた。乾燥させた粉体０．
２ｇに７２質量％硫酸３ｍＬを加え、４時間撹拌した後、１１３ｍＬの純水に滴下し硫酸
の濃度を３質量％とした。これをオートクレーブにて１２１℃、３０分間加熱した後、吸
引濾過によって固液分離した。得られた固形物を１０５℃で質量一定となるまで乾燥させ
た。さらに、粉体０．２ｇを６００℃、４時間加熱したのち灰分を得た。この灰分と乾燥
させた固形物の質量の差からリグニン含有率を求めた。
【００３６】
（比較例４）
（稲わらのリグニン抽出）
　適当な大きさにカットした稲わら８６ｇ（乾燥質量）を用いて比較例２と同様にリグニ
ンを抽出し、リグニン５．３ｇを得た。得られたリグニンは常温（２５℃）で茶褐色の粉
末であった。
（リグニンの分析）
　実施例２と同様にリグニンの分子量を測定した。その結果、重量平均分子量は１６００
であった。
【００３７】
　以上の実施例１～４の結果からリグニン含有率と爆砕で得たリグニンおよび油脂収率、
比較例１～４の結果からリグニン含有率と爆砕で得たリグニン収率の結果を表１に示す。
なお、本明細書において、収率は、原料質量に対する収量の率（質量％）を指す。
【００３８】
【表１】

【００３９】
（実施例５）
（成形体の作製）
　実施例２に記載のリグニン６ｇ、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂（ＹＤＣＮ－７
００－１０、新日化エポキシ製造株式会社製、商品名）６ｇ、硬化促進剤（２ＰＺ－ＣＮ
、四国化成工業株式会社製、商品名）０．０６ｇをアセトン１０ｇに溶解させ、常温（２
５℃）で２時間攪拌した。その後、常温でアセトンを乾燥させた後、さらに真空乾燥機を
用いて４０℃で２時間乾燥させ、乳鉢で粉砕し、成形材料を得た。この成形材料４ｇを５
０ｍｍ×５０ｍｍ×１ｍｍの金型に入れ、油圧真空加熱プレス機で面圧０．２ＭＰａ、１
８０℃／１０分間プレスした後、オーブンで２００℃／４時間硬化し、厚み１ｍｍの均一
な成形体を得た。
【００４０】
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（実施例６）
　実施例４に記載のリグニンを用いて実施例５と同様に成形体を作製し、厚み１ｍｍの均
一な成形体を得た。
【００４１】
（比較例５）
　酢酸リグニン６ｇ、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂（ＹＤＣＮ－７００－１０、
新日化エポキシ製造株式会社製、商品名）６ｇ、硬化促進剤（２ＰＺ－ＣＮ、四国化成工
業株式会社製、商品名）０．０６ｇをアセトン１０ｇに加え常温（２５℃）で２４時間攪
拌した。酢酸リグニンは全量溶解しなかったが、実施例５と同様に成形体を作製した。し
かし、得られた成形体は脆く、不均一なものであった。
【００４２】
（比較例６）
　クラフトリグニン６ｇ、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂（ＹＤＣＮ－７００－１
０、新日化エポキシ製造株式会社製、商品名）６ｇ、硬化促進剤（２ＰＺ－ＣＮ、四国化
成工業株式会社製、商品名）０．０６ｇをアセトン１０ｇに加え常温（２５℃）で２４時
間攪拌した。クラフトリグニンは全量溶解しなかったが、実施例５と同様に成形体を作製
した。しかし、クラフトリグニンとエポキシ樹脂が相溶せず、均一な成形体を作製するこ
とができなかった。
【００４３】
　水蒸気爆砕法の原料としてパーム油製造時に発生する副産物を用いた本発明では、リグ
ニン含有率はＥＦＢでリグニン含有率２６．３質量％、ＰＫＳで４１．４質量％であり、
リグニン収率はそれぞれ１６．８質量％、１４．９質量％であった。また、ＥＦＢ、ＰＫ
Ｓからリグニンを抽出する際にパーム油と同等の油脂成分を分離することが可能であった
。比較した杉のリグニン含有率は３５．５質量％、稲わらでは１２．１質量％であり、リ
グニン収率はそれぞれ７．７質量％、６．１質量％であった。杉は、リグニン含有率は高
いもののリグニン収率が低く、稲わらでは原料のリグニン含有率が他の原料と比べ低かっ
た。また、本発明で製造したリグニンは樹脂と均一に相溶し、エポキシ樹脂との均一な成
形体を作製できた。一方、クラフトリグニン、酢酸リグニンを用いると、溶媒およびエポ
キシ樹脂と相溶せず、均一な成形体を作製できなかった。さらに、酢酸リグニンでは硬化
反応が起こり難く、脆い成形体となった。したがって、水蒸気爆砕法の原料としてパーム
油製造時に発生する副産物を用いる本発明では、工業的製造法として高効率でリグニンが
得られ、かつ成形体の原料として利用可能であり、さらには、副産物としてパーム油同等
の油脂成分を得ることができる製造方法であることが確認できた。
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